第1の項目
　「教職員の評価・育成システム」の評価結果の給与等への反映については、平成１９年度から前年度の評価結果を昇給及び勤勉手当に反映しています。
　また、皆さま方との協議を踏まえ、平成２４年度からは上位評価の昇給への反映を廃止するとともに、勤勉手当については配分原資を１回あたり０．０３月とし、より勤務成績が反映できるよう成績率を見直したところですので、ご理解頂きますよう、お願いします。
第2の項目
平成２５年度から生徒又は保護者による授業アンケートを踏まえた教員評価を本格実施いたしました。
　また、本年６月に公表した平成２７年度評価結果については、前年度と殆ど変化はみられなかったところです。成績率については、再任用職員を除く上位評価者の勤勉手当の成績率が増加しました。
　引き続き、勤務労働条件に関わる事項について、必要に応じて皆様方との協議を続けてまいりたいと存じます。
　第3の項目
介護休暇制度について、これまで期間延長等の改善を図るとともに、短期介護休暇を創設してきたところです。また、育児休業制度について、子育て推進月間、育児短時間勤務の導入などに加えて、平成22年6月30日から配偶者の就業状況にかかわらず取得可能とする取扱いなどを実施しているところです。

民間の育児・介護休業法が改正されたことから、これらの制度については、引き続き、国の動向を注視してまいりたいと存じます。
　第4の項目
　校務処理システム及び学校情報ネットワークともに、全校への整備及び円滑な運用のため、電話及びメールによるサポート窓口を開設するとともに、必要に応じて個別対応や訪問対応を行うことで、ネットワーク管理者に対する支援を行っているところです。
　教職員のＶＤＴ作業については、府立学校安全衛生協議会の専門部会である健康対策部会において検討を行い、「大阪府立学校ＶＤＴ作業における労働衛生管理のためのガイドライン」（平成16年７月30日付け）を策定して府立学校に通知するとともに、ＶＤＴ作業従事者に対する適正な労働衛生管理に努めるよう指導しているところです。
第5の項目
障がいを有する教職員に関しては、当該教職員が勤務する学校において、本人の状況やニーズを把握し、本人に対する校内の協力体制を確保することなどにより、対処いただいているところです。府教育庁としても、学校長を通じて個々人の状況やニーズ等を的確に把握し、当該教職員が十分にその能力を発揮できるよう努めてまいります。
なお、ご要求の障がいのある教職員に対する「合理的配慮」に関しては、障害者の雇用の促進等に関する法律等を踏まえ、今後とも適切に対応してまいります。
旅費条例においては、職員が自家用車で出張した場合は、車賃定額に使用距離を乗じて得た額を旅費として支給することとされています。
高速道路・有料道路の通行料金及び有料駐車場の使用料金につきましては、使用料・賃借料で支出するものであり、旅費として支給することは困難です。
このことは、知事部局も同様の取扱いになっております。
学校管理費では、従前から学校のご意見も伺いながら、実情・実態に即した配分に努めてきたところです。障がいのある教職員にかかる、家庭訪問や企業訪問などの出張時に必要となる高速道路・有料道路の料金及び駐車場使用料金については、各学校へ配当している学校管理費予算の範囲内にてご対応いただくようお願いいたします。
厳しい財政状況の中ではありますが、今後とも必要な予算の確保に努めてまいりたいと存じます。
校内駐車については、教育長通達により、交通事故防止等の観点から原則禁止としております。
しかしながら、身体に障がいがあることを理由に自動車通勤が認められている職員については、自動車通勤を認めている理由等を踏まえ、例外的措置として校内駐車を認めることができるとしております。
　第6の項目
　障がいを有する教職員に関しては、当該教職員が勤務する学校において、本人の状況やニーズを把握し、本人に対する校内の協力体制を確保することなどにより、対処いただいているところです。府教育庁としても、学校長を通じて個々人の状況やニーズ等を的確に把握し、当該教職員が十分にその能力を発揮できるよう努めてまいります。
　第7の項目
高校生が関わる様々なトラブルや被害、問題行動等が連続して生起しており、その背景に、環境の変化を要因とする生徒たちの表面には現れない悩みや不安・ストレスが指摘されています。
府教育庁では、府立高校の教育相談機能の充実をめざし、「障がいのある生徒の高校生活支援事業」の中で、臨床心理士の資格を有するスクールカウンセラーを全ての府立高校に配置しております。
また、平成21年度より、臨床心理学等を専攻している大学院生の実習を府立高等学校で受け入れ、生徒の心のケアを支援しているところです。
今後も引き続き、活動報告書、事業調査等を通じて、活用状況、課題等を整理し、事業の効率的な運用に努めてまいります。
さらに生徒の困難な状況の背景には、心の問題とともに家庭等の厳しい状況もあり、平成２６年度から「キャリア教育支援体制整備事業」において、就職希望者の多い府立高校３２校に対して就職支援コーディネーターを配置し、うち６校にＳＳＷを配置しております。また、今年度より「様々な課題を抱える生徒の高校生活支援事業」において、様々な課題を抱える生徒が多く在籍する府立高校定時制の課程４校に対してＳＳＷを配置しております。
今後、各学校に配置しているスクールカウンセラーとの連携を促進する等の取組みの成果について、フォーラムなどの機会を通して共有してまいります。
第8の項目
府教育委員会においては、大阪府立学校職員安全衛生管理規程に基づき、大阪府立学校安全衛生協議会を設置し、教職員の安全及び健康を確保し、快適な職場環境を実現するために、様々な協議を重ねてまいりました。
また、同協議会に「健康対策部会」「腰痛・頸肩腕症部会」の専門部会を設置し、職員健康診断や安全衛生委員会の活性化などの具体的な個別の課題について、検討してきたところです。
今後とも、同協議会における協議を踏まえ、快適な職場環境の形成や教職員の健康の保持増進に向けて、取り組んでまいります。
なお、時間外在校時間のデータや長時間労働者への医師面接指導実施状況などを踏まえて、教員の長時間労働による健康障がいの防止に向けた課題を検討するため、平成27年8月31日に大阪府立学校安全衛生協議会の健康対策部会に「長時間労働健康障がい防止委員会」を設置し、調査審議を行っています。
各種調査をはじめとする文書事務については、平成25年3月の教職員の業務負担軽減に関するプロジェクトチームが作成した報告書の「各種調査等の見直し」を踏まえ、府教育委員会が実施主体となって調査・報告等を求めた文書に対して、調査の廃止、調査の統合、調査項目の削減や精査、回答方法の工夫や簡素化、調査頻度の減少等見直しを行い、負担軽減に努めているところです。
　第9の項目
腰痛予防検診については、支援学校に勤務する教職員を対象に実施しており、身体介助が必要な生徒のいるすべての府立学校へ拡大することは困難ですが、腰痛予防・悪化防止を目的に公立学校共済組合が実施している「腰痛予防講座巡回講師派遣事業」は、すべての府立学校に勤務する組合員の利用が可能です。
「腰痛予防講座巡回講師派遣事業」については、みなさま方からいただいたご意見を公立学校共済組合にお伝えするなど、より良い事業となるよう努めてまいります。
第10の項目
臨時的任用職員の初任給の上限については、これまでも所要の改善を図ってきたところでございます。
臨時講師についても、平成26年度から教育職給料表１級の上限を引き上げる改善を行ったところであり、今後とも他府県の状況や府の財政状況等を踏まえつつ、適切な対応に努めてまいりたいと存じます。
教育職給料表の２級は教諭の職務の級とされており、臨時講師に適用することは困難でございます。
第11の項目
教職員の給与の支給に関する処理は、毎月、月初めにシステムで処理をしております。
4月途中採用者の方で、月初めの処理日までに手続きが間に合わなかった方については、手払いで処理する必要がありますが、一部の常勤講師の方については、4月中の支払いが間に合いませんでした。
来年度以降の4月給与の支給については、4月上旬に採用された職員については、遅くとも、その月中に給与を支給するよう努めてまいります。
　第12の項目
府教委におきましては、学校図書館の円滑な運営体制の構築を指示する「学校図書館運営体制の基本的方針」や、学校図書館の役割、業務マニュアルなどを示す「学校図書館活性化ガイドライン」を策定し、すべての府立学校に配置している司書教諭を中心に、全教職員の協力のもとに、学校図書館機能の維持に努めているところです。
平成23年度から、図書館業務の主担者に対する軽減措置として非常勤講師時数の配当を行っているところですが、今後とも、学校の状況の的確な把握に努め、学校運営に支障が生じることのないよう努めてまいります。
第13の項目
　教職員間のセクシュアル・ハラスメントの防止及び対応につきましては、府立学校を対象としまして、これまで啓発用パンフレットの配布や相談体制の整備などの対策を講じているところであり、今後とも、校内研修をはじめ様々な研修の機会を通じて、教職員の意識の啓発に努め、快適で働きやすい職場環境づくりに努めてまいります。
　第１４の項目
府教育庁としては、退職となる方に対して、社会保険・雇用保険の手続き等に関するリーフレットを配布しており、その中で国民健康保険加入の手続きについても記載している。
市町村によっては国民健康保険料の軽減措置がある場合も考えられるため、なるべく早期に居住地の市役所等への問い合わせをしていただくように、退職者向けのリーフレットの記載内容を改めることとしたい。
なお、公立学校共済組合においても、退職後の医療保険のしくみ等について、退職予定者向けの説明会、広報誌等において、組合員への周知を図っている。
第１５の項目
非常勤講師の報酬単価については、勤務実績に応じた報酬となるよう改正したところでございます。
今後とも府の財政状況等を踏まえつつ、国や他府県の状況等も見極めながら、適切な対応に努めてまいりたいと存じます。
NETは語学指導を行う、高い専門性を有するネイティブ英語指導員であるため、「一般職」ではなく、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第３条第３項第３号に規定する「特別職」にあたります。そのため、大阪府立学校一般職非常勤補助員の休暇の取扱要綱（平成28年３月31日　教委職企第2313号）における第３条育児休業についての制度は適用されません。
第１６の項目

部活動は、生徒の自主性に基づいて成り立っており、教育的効果も大きいことから、指導に携わる教職員への支援は重要であると認識しています。
府立高等学校部活動検討委員会の提言を踏まえ、平成２４年８月に一部改正した「部活動の位置づけ及び教職員の服務上の取扱いについて」を通知し、週休日等の活用については、学校週５日制の趣旨を踏まえ、望ましい活動日数・時間を検討し、計画的に実施することが望ましいとしており、各学校において適切に運用されるよう「府立学校に対する指示事項」にも記載しているところです。
また、専門的な指導に対する外部人材の活用は、部活動の活性化に大きな意義を持っていると考えており、他府県の先進的な取組みについても、情報収集に努めたいと考えております。
教員の負担軽減にかかる部活動の在り方については、今後、文部科学省が調査、研究後に策定する「運動部活動の在り方に関する総合的なガイドライン」（仮称）の趣旨を踏まえ、適切に対応してまいります。また、教員の業務負担軽減は、教育庁（事務局）での取組みと学校現場における取組みを車の両輪として進めていく必要があることから、教員の意識改革など、学校現場での教職員の多忙化解消に向けた先進事例の紹介など、多忙化解消に向けた方策を実施してまいりたいと存じます。なお、具体的な取り組みを進めるにあたり、勤務労働条件に関わる事項について所要の協議を行ってまいりたいと存じます。
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